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令和元年度第１回

荒川区子ども・子育て会議

	件名
	荒川区における「幼児教育・保育の無償化」の実施内容について

	ポイント
	　令和元年１０月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」について、荒川区の実施内容を報告する。

	内容
	１　区における「幼児教育・保育の無償化」の対応
「幼児教育・保育の無償化」の実施にあたって、区としては、国及び都の制度を基本にして対応を図ることとし、これまで実施してきた補助については、補助水準を維持することとする。
また、区として預かり保育料及び給食費等において、新たに補助制度を設け、保護者の負担軽減を図ることとする。
２　区の実施案
（１）保育料について
①　認可保育園、区立幼稚園、認定こども園を利用する３歳から５歳　までの子どもの保育料は、無料とする。
認可保育園、認定こども園を利用する０歳から２歳までの住民税非課税までの世帯及びすべての第３子以降の子どもの保育料は、これまでどおり無料とする。住民税課税世帯の第２子の子どもの保育料は、都の制度を活用し、半額とする。
　　
②　子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園及び類似園を　利用する子どもの保育料は、国の上限額に上乗せし、月額２.７５万円まで給付する。住民税非課税までの世帯及びすべての第３子以降の子どもの保育料については、現行の補助水準を維持する。
　　　　　　　　　
③　幼稚園の預かり保育・教育を利用する子どもの保育料は、保育の　必要性が認められる場合に、区の独自支援策として、利用実績に応じて年額１３.５６万円まで給付する。
④　認証保育所、保育ママ等を利用する子どもの保育料は、保育の必　要性が認められる場合に、３歳から５歳までの子どもは月額６万円、０歳から２歳までの住民税非課税世帯までの子どもは月額６．７万円まで給付する。住民税課税世帯の子どもの保育料は、これまでの差額助成を継続する。
（２）給食費の取り扱い
　　①　区の方針
これまで区は、給食費のうち主食費は区が保育園に補助し、副食費は保育料の一部として徴収し、給食費の名目では徴収してこなかった。保育料の無償化にあたり、国は３歳から５歳までの給食費を無償化の対象外としているが、給食費を実費徴収することは、保護者にとって新たな負担となることから、区では、主食費と同様に副食費についても無償化することとする。
　　②　実施方法
区から保育園に、給食費相当額を補助することにより、実費徴収を行わないこととする。私立幼稚園等は、保護者に対し、給食等に係る経費を月額７,５００円まで補助することとする。
３　無償化の実施に伴い改正する区条例
（１）保育料関係
３歳から５歳までの子どもの保育料を無料とする。
　　【改正する条例】
・荒川区立保育所保育料に関する条例
・荒川区立幼稚園条例
　　　・荒川区立こども園条例
（２）給食費関係
保育園を利用する３歳から５歳までの子どもの給食費に係る規定について、現在、施設において副食費の徴収はできないこととなっている。これを徴収できるように改めるが、区としては、主食費と同様に、副食費についても施設に補助することにより、保護者から実費徴収を行わないようにする。
　　【改正する条例】
・荒川区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準　等に関する条例
（３）新たな給付制度の創設に伴う罰則の導入
私立幼稚園、認可外保育施設等を利用した際に要する費用を支給するための「子育てのための施設等利用給付」が創設されたことに伴い、保護者または施設が正当な理由なく、給付に係る報告等を行わなかった場合や虚偽の報告等を行った場合に、１０万円以下の過料に処する旨を定める。
　　【改正する条例】
・荒川区保育の必要性の認定基準等に関する条例
　　　・荒川区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準等に関する条例
（４）施行期日
　　　令和元年１０月１日
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